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副目的

款 項 目 大 中

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

義務教育に係る保護者負担の軽減を図り、児童の就学の保障を行う。

内容

（手段）

◆24年度実施内容

【就学援助費】

市立中学校に在籍する生徒で、経済的理由等により就学困難と認められる者の保護者に

対して補助を行った。保護者から提出された申請書および必要書類をもとに、所得状況･家

庭状況等から認否判定を行い、支給可否を決定した。

・支給時期　年３回（７・１２・３月末）

・支給費目：給食費（実費）・学用品費（国が定める限度額以内）・校外活動費（国が定める

限度額以内）・新入学学用品費（国が定める限度額以内）・修学旅行費（実費）・医療費（実

費）・体育実技用具費（国が定める限度額以内）・生徒会費（国が定める限度額以内）・ＰＴＡ

会費（国が定める限度額以内）・クラブ活動費（国が定める限度額以内）

※生活保護受給者は、修学旅行費、医療費のみ支給

【特別支援教育就学奨励費】
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就学援助費事務取扱要綱
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【特別支援教育就学奨励費】

・対象者：特別支援学級に入級している全生徒（就学援助費受給者は対象外）

・支給時期　年３回（７・１２・３月末）

・支給費目：給食費・学用品費・校外活動費・新入学学用品費・修学旅行費・医療費・体育実

技用具費　※支給額については、就学援助費の1/2

◆24年度直接経費の内訳

就学援助費（40,853千円）

特別支援教育就学奨励費（1,937千円）

◆25年度直接経費の内訳

就学援助費（63,733千円）

特別支援教育就学奨励費（3,211千円）
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事業の

達成状況

学校事務職員に対し事務説明会を開催し、申請事務が円滑にすすむよう努め、就学

援助費を適正に支給できた。
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事業実施におけ

る課題

平成23年度より、クラブ活動費の一部についても対象費目となり、問い合わせが多

い。
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方向性の判定

方向性の判定
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一次評価のとおり。

経済的理由により就学が困難な生徒及び特別支援学級へ就学する生徒の保護者の

経済的負担が増加し、義務教育の円滑な実施に支障をきたす可能性がある。

事業を縮小・

廃止したときの

影響

維　持
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クラブ活動費の支払対象費目を明確化する。
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２６年度以降

の改善案

他自治体の認定基準等の動向把握に努め、事務執行の効率化を図る。

実実実実
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果果果果

今後も経済的理由により就学が困難な生徒及び特別支援学級へ就学する生徒の保

護者の経済的負担を軽減する必要があるため、現状維持が妥当と判断した。

判定理由

事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの

（対象や手段を見直す場合も含む）

２５年度における

事業の改善・見

直し内容（新規追

加事項、廃止・削

減事項等）


